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(1)  開催プログラム 
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(2) 観光庁関連施策

資-38 頁～資-40 頁の「旅行会社へのアンケート調査」では 3月 7日時点の回答数（441 票）により調査

結果を算出している。その後、確認中であった回答票（1票）が追加されたことにより本編(4 頁）の同

調査では回答数を 442 票として調査結果を算出している。
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観光庁の
ユニバーサルツーリズム関連施策

2019年3月7日

観光庁 観光産業課長 鈴木貴典

1

2

旅行会社へのアンケート調査

【調査概要】
障害者等の旅行の取扱に関する現状を調査

調査対象:日本旅行業協会（会員約1,500社）および全国旅行業協会（会員約3,000社）の会員企業
実施期間:2018年8月～12月
回収サンプル数:441事業者

（１）障害者等 旅行の取扱について
◆障害者等 旅行のこれまでの取扱実績は、全体では「はい」が51%、「いいえ」が49%となっている。

◆現在の取扱状況および意向は、「取扱している」が37%、「今後取扱していきたい」が12%。

 障害者等 旅行の現在の取扱状況および意向】 障害者等 旅行のこれまでの(過去の）取扱実績】

【調査結果の概要】
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3

旅行会社へのアンケート調査

（２）障害者等 旅行 訪日外国人旅行者 関  現状    

◆旅行 参加    障害者 訪日外国人旅行者 含   割合 6%。
◆2019年            2020年    東京大会 向   外国人向 企画旅行商品 

販売予定           検討中（不明 含 ）  割合  併せて16%。

 障害者等 旅行 参加  訪日外国人旅行者 【オリパラに向けた障害等のある外国人を対象とした
企画旅行商品 販売予定 

【調査結果の概要】

35%

7%

6%

6%

4%

2%

63%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

旅行（運輸・宿泊機関、食事・観光施設）の手配

募集広告などで障害者等の参加も可能とした

一般の企画旅行商品の販売

専ら障害者等を対象とした企画旅行商品の販売

従業員への対応マニュアル整備や研修実施など

の実施

専門窓口や部署の設置

その他

取扱をしていない

N=441
4

旅行会社へのアンケート調査

◆障害者等  対応 内容   旅行（運輸 宿泊機関 食事 観光施設） 手配  35%と最も
多い。

◆次    募集広告   障害者等 参加 可能   一般 企画旅行商品 販売   専 障害
者等 対象   企画旅行商品 販売   従業員  対応     整備 研修実施   実施 
 6%程度 

【障害者等への対応の内容】（複数回答）

【その他の回答】
 一般 企画旅行商品 参加希望    都度対応
・パンフレット、HPなど媒体にコンテンツの追加
・高齢者に多いご要望に重点的に配慮してツアーを造成
・業界関係者向けUT研修会の開催
 個人 障害 程度 確認

【調査結果の概要】

（３）障害者等への対応の内容について
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64%

62%

60%

58%

43%

41%

28%

27%

25%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問先でのサポート体制の確保

受入が可能な運輸・宿泊機関・食事など観光施設の確保

専門知識の習得・人材育成

訪問先の最新バリアフリー情報提供機関の不足

（企画旅行商品の場合、旅行会社としての）

安全面の確保、緊急時や非常時の対応

旅行参加に必要な介助者の不在

お客様の個人情報の把握・管理

採算性の確保

他の参加者の理解、サービス提供への影響

その他 N=440

61%

69%

50%

64%

42%

35%

31%

35%

28%

7%

66%

55%

69%

51%

43%

47%

25%

17%

22%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問先でのサポート体制の確保

受入が可能な運輸・宿泊機関・食事など観光施設の確保

専門知識の習得・人材育成

訪問先の最新バリアフリー情報提供機関の不足

（企画旅行商品の場合、旅行会社としての）

安全面の確保、緊急時や非常時の対応

旅行参加に必要な介助者の不在

お客様の個人情報の把握・管理

採算性の確保

他の参加者の理解、サービス提供への影響

その他 実績あり

実績なし

［ N=226 ］
［ N=214 ］

5

旅行会社へのアンケート調査

◆障害者等 旅行 取扱 関  課題では、「訪問先でのサポート体制の確保」、「受入が可能な運
輸 宿泊機関 食事  観光施設 確保   専門知識 習得 人材育成   訪問先 最新    
  情報提供機関 不足  60%程度 占める。

◆取扱実績がある事業者では、「受入が可能な運輸・宿泊機関・食事など観光施設の確保（69%）」
 最 多  実績   事業者   専門知識 習得 人材育成（69%）」、「訪問先でのサポート
体制の確保（66%）」が多い。

◆「採算性の確保」では、取扱実績がある事業者は35%、取扱実績がない事業者は17%と差がある。

【調査結果の概要】

（４）障害者等 旅行 取扱 関  課題    

 障害者等 旅行 取扱 関  課題  障害者等 旅行 取扱 関  課題（取扱実績別）】

6

旅行会社へのアンケート調査

＊地域連携   企画造成      事例
KNT-CTホールディングス
地域（成田空港活用協議会 （公社）千葉県観光物産協会     
モーション協議会）と連携し、リフト付き大型バスを用いたバスツアーを実施。

＊旅行        活用  集客 事例
東京トラベルパートナーズ
VELTRA（旅行       ）  商品掲載    集客        

地域連携したバスツアーのチラシ
（KNT-CTホールディングス）

VELTRAでの掲載ページ（日本語）
（東京トラベルパートナーズ）

 企画旅行商品 概要 
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7

旅行会社へのアンケート調査

 企画旅行商品 概要 

＊会員 活用  集客 事例
コープトラベル
生協組合員向けのチラシにツアー報告と販売中商品の
紹介 行     継続的 集客        

生協組合員向けのチラシ
（コープトラベル）

＊      向     関  事例
東京トラベルパートナーズ
英語での掲載により、障害のあるインバウンドを対象とした集客につなげている。

VELTRAでのインバウンド向けの掲載ページ（英語）
（東京トラベルパートナーズ）

8

旅行会社へのアンケート調査

＊障害者等 受 入  明示  一般向 商品 事例①
クルーズプラネット
車  使用者 受 入              掲載 

＊障害者等 受 入  明示  一般向 商品 事例②
はぎわら観光
一般向け商品に並べて障害者に配慮したツアー情報をチラシに掲載。

コスタクルーズのパンフレット
（クルーズプラネット）

障害者も参加可能なツアー情報のチラシ
（はぎわら観光）

 企画旅行商品 概要 
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バリアフリー旅行相談窓口の設置

バリアフリー旅行相談窓口の立ち上げ、強化を支援・連携（平成25年度 27年度）
[石川、鹿児島、いわき、秋田、広島、大分]
⇒利用者評価は高いものの、一方で、空白地域も多く残存

平成28年度観光庁ユニバーサルツーリズム事業
全国5か所で、受入体制の強化・加速に向けたモデル事業を実施 【試行】

[札幌、山形、⾧瀞、⾧崎、南さつま]において既存の観光案内所を活用した推進支援
主な支援内容 バリア及びバリアフリー調査、情報発信ツールの作成、

セミナー・勉強会の開催、対応マニュアルの作成

ユニバーサルツーリズムのさらなる普及促進、地域の受け入れ態勢強化、
空白地域の解消を目指し、既存の観光案内所の活用を検討

「ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の実践方策」の作成【手法の共有】
観光案内所における取組内容、バリアフリー旅行相談窓口との連携方法など
について、ポイントや手順等をとりまとめた手引きを作成

作成した手引き

9

観光庁のユニバーサルツーリズム事業では、観光地の面的なバリアフリー情報の発信を担う
      旅行相談窓口 設置拡大 向  施策 実施    

少子高齢化や2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、バリアフ
リー旅行相談窓口の全国展開に向けて既存の観光案内所等を活用した実証事業を予定

平成31年度観光庁ユニバーサルツーリズム事業

ふくしまバリアフリーツアーセンター

仙台バリアフリーツアーセンター

伊豆バリアフリーツアーセンター

チックトラベルセンターハートTOハート

いわきユニバーサルツーリズムセンター

石川バリアフリーツアーセンター

伊勢志摩バリアフリーツアーセンター

かごしまバリアフリー
ツアーセンター

四国バリアフリーツアーセンター

別府・大分バリアフリー
ツアーセンター

トラベルフレンズとっとり

神戸ユニバーサルツーリズムセンター
佐賀嬉野バリアフリーツアー
センター

福岡バリアフリーセンター

広島バリアフリーツアーセンター

呉バリアフリーツアーセンター

主なバリアフリー旅行相談窓口

地域におけるバリアフリー旅
行相談窓口

H25年度 28年度に観光庁が
支援した窓口

沖縄バリアフリー
ツアーセンター

くまもとユニバーサルツーリズム
センター

秋田バリアフリーツアーセンター

東京ユニバーサルツーリズムセンター

カムイ大雪バリアフリー
ツアーセンター

北海道ユニバーサル観光センター・札幌

ピュアフィールド風曜日

松江／山陰バリアフリーツアーセンター

大阪ユニバーサルツーリズムセンター

しゃらく

旭川ユニバーサルツーリズムセンター

Accessible Travel JAPAN

⾧瀞町観光協会

湘南バリアフリーツアーセンター

山形バリアフリー観光ツアーセンター

平泉観光協会

南さつま市観光協会

⾧崎バリアフリー推進協議会

こひつじクリニック

やまがた観光情報センター

平成30年10月現在
10
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『高齢の方・障害のある方などをお迎えするための接遇マニュアル
（宿泊施設編／旅行業編／観光地域編 ）』（平成30年度）

⇒高齢者や障害者等が安心して旅行を楽しむための受入環境の整備を図るため、「障害の理解」、「各業
種の現場で求められる “接遇”のポイント」をまとめた基礎レベルの接遇マニュアルを作成。

『宿泊施設におけるバリアフリー情報発信のためのマニュアル』（平成31年度）
⇒宿泊施設が、バリアフリー情報の発信に向けた実践的な手引きとなるように情報発信の必要性や取組み

方法を整理。宿泊施設を一覧的に紹介している旅行会社や観光案内所等においても活用できる。

各種マニュアルの作成・公表

11

ユニバーサルツーリズム事業の公表

12

過去のユニバーサルツーリズム促進事業の結果や
各種マニュアルは観光庁ホームページで公表しています

【トップページ】→【政策について】→【観光産業】→
【ユニバーサルツーリズムについて】

観光庁HPのトップページから
『ユニバーサルツーリズム』で検索

http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/
sangyou/manyuaru.html

または
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事業内容

宿泊施設バリアフリー化促進事業

旅館業法の営業許可を得た宿泊施設（旅館・ホテル等）を対象とし、下記の事業に対する支援を行う。

全国各地の観光地において、全ての訪日外国人旅行者がストレスフリーで快適に宿泊できる環境を整備するため、旅館・
ホテル等の宿泊施設が実施する客室や共用部のバリアフリー化改修等の取組を支援する。

補助区分

【支援事業例】

① 客室の必要最低限の改修等
(一般客室のレベルアップ)

② 共用部の改修等 ③ 客室の大規模改修等
(車椅子使用者用客室等の整備)

2019年
第1期募集

平成30年度二次補正予算 － －
１／２補助 上限額1,000万円

※高齢者・障害者等の要配慮者の受入体制等に関して、
一定の要件を満たす宿泊施設に限る

2019年
第2期募集
平成31年度予算

定額補助（必要経費の実額補助）
上限額100万円 １／２補助 上限額500万円

手すりの設置 段差の解消 車椅子使用者用客室の整備スロープの設置 エレベーターの設置

（公募予定時期 2019年3月頃）

（公募予定時期 2019年6月頃）

※上記内容は2019年2月14日現在のものであり、国会での審議状況等により変更となる場合があります

（第1期募集）
旅館業法の営業許可を得た宿泊事業者（旅館・ホテル等）のうち、次の２つの要件を満たす者
①地方公共団体との間で、災害時における宿泊施設の提供に関する協定（高齢者・障害者等の要配慮者への提供が定められたものに限る）

を締結している組合等に所属している、又は直接に協定を締結していること
②訪日外国人旅行者の高齢者・障害者等が宿泊した実績を有すること
（第２期募集）
旅館業法の営業許可を得た宿泊事業者（旅館・ホテル等）
※風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業を営む者は対象外

補助対象事業者の要件
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観光産業の中核人材育成講座
概要

○観光産業の基幹産業化に向け、地域の観光産業を担う中核人材の育成が喫緊の課題
○観光庁では、大学におけるリカレント教育プログラムの開発及び産学連携による

持続可能な仕組みづくりを支援
 平成30年度末までに、全国10大学で講座を開講
 大学間でコンソーシアムを組み、持続可能な体制を構築

小樽商科大学

大分大学

和歌山大学

青森大学

鹿児島大学

東洋大学

明海大学

神戸山手大学

信州大学

横浜商科大学

コンソーシアム

【コンソーシアムの機能】
○講座開講の分担協力
○講師派遣協力
○教材の共有
○広報協力
○新規大学への運営指導 等

信州大学の取組

「山岳観光資源を活かしたユニバーサルツーリズム推進人材育成事業」
現状･課題｜⾧野県の山岳環境は、世界級の魅力を有する地域観光資源である.しかし、身体的ハンディ等を持つ来訪者や家族への対応は発
展途上であり、観光振興において大きな機会損失となっている.
目的｜本事業では、宿泊･飲食、旅行業者･団体、行政等を対象に、誰もが楽しめる山岳観光アクティビティの推進や地域での移動･宿泊･
飲食･医療等のコーディネートを担う「ユニバーサルツアー･コンシェルジュ」の育成を行うことで、新たな山岳観光市場の開拓、地域産
業やまちづくりの活性化を狙う.
■平成30年度カリキュラム

■実施体制スキーム

平成31年度も引き続き講座を開講予定（９月頃 ）

■事業推進体制構築の狙い
宿泊業等を中心にユニバーサル
ツアー・コンシェルジュを育成。
信州の山岳観光資源を活かす、
ユニバーサルツーリズム
推進プラットフォームの形成へ

（ 講師： 講義･実習等担当）

ata Alliance
一般社団法人

（ 講師： 講義･実習等担当）

U.S.I.Research
一般社団法人

（ 人材育成PRGの
開発･実施）

信州大学
国立大学法人

（ 情報発信、 連携構築等）

長野県

（ 担当： フ ィ ールド 提供、 研修会場提供、 地域での調査やモデル事業実施の協力、 調整等）

白馬村、白馬村観光観光局、白馬村エリアの各地域団体、福祉等関連団体

八方尾根開発株式会社、 白馬観光開発株式会社、富士見高原リゾート株式会社
日本航空株式会社、クラブツーリズム株式会社、株式会社finetrack
（ 担当： 講師派遣、 視察受入等） 他,産業界等の協力を随時追加

■平成30年度実施スケジュール
（モニターツアーは、飯山に変更）

14
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パラリンピアンと協力した訪日プロモーション事業

○第38回大分国際車 （2018年11 月18 日開催）  出場選手  大分市内 
 対応施設 訪問 地元住民  交流 機会 提供 温泉 入浴等 様々 日本  体験 様子 選手自身

のSNSや、メディア取材を通じて発信した。

東京   向  日本  注目 高  機会 捉 協力 
視点  日本 魅力 発信 

別府市 代表  湯 展望台 記念撮影大分国際車 様子

○東京 2019（2019年3月3日開催） 車 出場選手  ACCESSIBLE JAPAN様のガイ
東京都内 車 方  楽 観光名所等 訪問 
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